



































































都道府県 市 区 町 村 その他 計
~1980 1 13 14
1981〜1990 23 80 1 1 1 106
1991〜2000 12 97 7 25 3 144
2001〜2010 65 1 10 1 1 78






























































































































































































































時間 静岡県 福井県 栃木県
1982 静岡県、浙江省友好提携調印 福井県日中各界代表訪中
1987
島田市が湖州市と友好都市
提携調印
勝山市日中友好協会設立
浙江省から技術研修員受入
れ開始
1989
福士市が嘉興市と友好都市
提携調印
福井市と杭州市友好提携調印
「友好交流に関する協定書」
締結
1990
浙江省民間企業研修生受け
入れ開始
福井県と浙江省「友好協力
協定書」締結
西湖もくせいマラソン大会
への県選手団派遣開始
1991
福井大学と浙江大学との交
流に関する協定書調印
「浙江省越劇団小百合」が県
内公演
1992 友好提携10周年
浙江省から国際交流員を受
け入れ（以降、毎年）
県立博物館10周年記念「浙
江省文物展」開催
1993
福井県と浙江省友好提携協
定書締結
「友好提携協定書」締結
1994
杭州市西湖のほとりに「静
岡県浙江友好会館」完成
浙江省の高校生が福井県を
訪問（以降、隔年）
栃木県友好交流員の浙江省
派遣開始
1995
簫山経済開発区内に静岡工
業団地を開設
福井県から民間研修生を浙
江省に派遣（以降、毎年）
国民文化祭に「杭州雑技芸
術団」参加
1996
福井、浙江友好会館「水仙楼」
が落成
1997
三島市と麗水市が友好都市
提携調印
春江町と嘉興市友好協議書
調印
栃木浙江友好会館「杜鵑楼」
竣工
2002 友好提携20周年
外務省中国青年研修事業受
入開始
「日中青年フォーラム」参加
2003
静岡県浙江省チャーター便
交流事業開始
友好提携10周年
栃木県と浙江省友好提携10
周年
2004
福井県、浙江省経済交流促
進機構10周年
中国投資環境調査ミッショ
ン派遣
2006
ＮＰＯ法人福井県日本中国
友好協会設立
浙江省友好代表団来県
2008
防災に関する相互応援協定
締結
杭州市で「福井県観光説明
会」開催
浙江書青年連合会代表団来
県
2009
県立中央図書館と浙江図書
館との友好提携調印
栃木県、浙江省書法友好交
流展開催
2012
友好提携締結30周年、緑茶
博覧会
浙江省経済交流促進機構職
受入れ
2013
浙江省の大規模代表団が訪
問
友好提携締結20周年
友好提携20周年、祝賀行事
に参加
（出所）劉　作成
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姉妹都市の省察（下）
図表―５　中国の非営利組織について
　　　 
　（出所）｢クレア　レポート｣ 自治体国際化協会より作成
３、共生型社会に向けて
　１）多文化社会の形成
　少子化が唱えられてから全国各地では少子化対策が検討されている。平成26年7月には、
全国知事会で ｢少子化非常事態宣言｣ が採択され、少子化が全国的な課題とされるように
なった。少子化の影響は既に大学において顕著に現れ、大学の数が増えるとともに受験者
数の減少となり、誰でもが大学に入れるいわゆる ｢全入時代｣ が一足先に訪れている。こ
れまで地域における人口減少は特定の地域において ｢過疎｣ 現象としてとらえられてきた
が、少子化がもたらす人口減は過疎と過密の関係ではない。
　他方、経済の国際化は否応なしに進んでいく。つまり、国際間で商品を取引するいわゆ
る貿易のみならず、海外で生産活動を営むなど資本の移動が日常的のこととなっている。
加えて、労働移動までヒト・モノ・カネなどあらゆる経済要素が幅広く国際間で移動して
いる。
　少子化と経済の国際化に対応する先にあるものとして留学生問題が考えられる。留学生
問題を国策として考えた場合、我が国では留学生受け入れ10万人計画あったが、最近では
30万人まで増員することになっている。オーストラリアでは、留学生を輸出産業として捉
える考え方が以前からあり、今では50万人とも言われる留学生を受け入れていると言わ
れる。観光客、労働者として外国人を受け入れるばかりでなく、20歳代の若者を海外から
民弁非企業
単位 
基金会 
例：道和環境発展研究所
 
例：北京紅丹丹教育文化交流センタ
例：社区参与行動
例：中国児童少年基金会
例：騰訊公益慈善基金会
社会団体 
例：中国環保機械産業協会
登録団体
 
草の根団体 
例：日本中国友好協会
中国のNPO
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受け入れることは知的活動の国際化に資することのみならず、その実績がソフトパワーと
して将来において、国際間の友好関係を築く上で極めて重要な意義をもとものと言えよう。
その実現に向けて大学のみならず、自治体も一緒になって取り組むべき時期が到来してい
る。そこに形成されるのが神奈川県の“イチョウ団地”と呼ばれる多文化が相互に影響し合
う共生社会であり、そのための枠づくりが目下各地における政策の課題になっている。
　言い換えるならば、大学を離れた場所、つまり、全国の自治体において、脱工業化社会
に向けた地域のあり方が問われていることになろう。そこでは伝統文化が継承され、なお
かつ、育むことが成熟社会に求められている。国際間の交流を促進し、地域に新しい文化
を創造することになる。例えば、長野県の北部にある飯山市では外国人の誘致に意欲的で
新たな可能性を秘めた取り組みを積極的に推し進めている。地域づくりの視覚にはこれか
らの我が国が抱える少子化、過去にローマクラブが唱えた ｢成長の限界｣ が本物になりつ
つあるなどを念頭におき“定常型社会”、国際化と少子化を同時に問う、南方熊楠マンダラ
につながる。鶴見和子風に言い換えれば、“一度壊れたものは二度と作り直すことが出来
ない”もはやそれは“回復”ではなく“回生”と言うことになる。
　２）姉妹都市と留学生
　自治体ベースで始まった姉妹都市交流が時に財政難等を理由に活動が低調することがあ
る。最近の低調ぶりは、まさにその通りで本格的な交流から遠のいた感が否めない。発足
当時は目新しいこともあり、相互間の往来・交流が活発に繰り返されていたにもかかわら
ず、首長による形式的な往来は姉妹都市の本来的姿ではないと言える。
　これまでの実績に加味するものがあるとすれば、ホ－ムスティ－による青少年による交
流はもちろんだが、それに加えて大学生レベルの交流を本格化させることが望まれる。大
学といえば、若者を対象にした高等教育機関であり、高等教育を受けようとする若者は国
内に留まらず、国際的に移動する。そうした学問と若者の国際間移動を以て“輸出産業”だ
と言い換えることもある。代表的例はオーストラリアである。同国では、かねてから留学
生の受け入れに国を挙げて積極的で、海外からの留学生受け入れでは目立った実績を挙げ
ている。
　具体的には、姉妹都市関係にある自治体間では相互に大学生を優先的に留学生として受
け入れ、派遣する制度をつくることである。栃木県の場合、県内各地にある公共施設（美
術館、博物館など）の入場料を留学生に限り無料にすることにした。これからは姉妹都市
先からの留学生には、授業料はもちろんのこと住宅などの面においても便宜供与を行って
いくことが望まれる。経済が国際化すればする程、留学生を一時的な訪問者として受け入
れるのではなく、日常生活のパートナーとして受け止めることが相応しい。
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図表―６　留学生数の推移
 
（出所）：日本学生支援機構
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